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水素エネルギーの汎用利用法の開拓
岐阜大学大学院環境エネルギーシステム専攻

助教授　小澤由行

我が国の２０世紀の生活文化や社会経済

は，電気エネルギーによって大きく発展し

てきた。この電気エネルギーは，あらゆる

物質を構成する元素／分子／原子の中で，

電子群のみに着目して，電子の流れを作っ

て利用してきた。

２１世紀におけるエネルギー需給の在り方

を革新できるとされる水素エネルギー利用

１．水素エネルギーの利用とは

方法を採れれば，図２に示すように

エネルギーの体積貯蔵密度を飛躍的

に高められることはもとより，エネ

ルギーの入出力の制御も比較的容易

である。さらに図１に示したように，

エネルギーの多目的な利用分野に

も，エネルギーの貯蔵機能を駆使す

ることを併せて行うことにより，柔

軟に対応できる。

昨今の燃料電池は高性能なエネル

ギーの変換機器といえども，そこで

の水素から電気への変換効率は５０％

程度である。この値は最新鋭火力の

発電端効率と同程度である。また，

とは，水素原子の原子核である陽子とその外

殻電子とを同時に有効利用することであり，

水素は新しいエネルギー・キャリアー（Energy

Carrier）である。しかし，水素はあくまでも

人工的な２次エネルギーであり，地球上では

電気エネルギーの場合と同様に，何らかのエ

ネルギー源が無くしては，水素エネルギーは

得られない。

エネルギーの需要端の近くに設置されるシ

ステムにおいて，エネルギーの変換／貯蔵／

利用を一連のエネルギー・フローにして比較

すれば，図１のように描くことができる。

水素に関しては，多種多様な製造入力があ

る。水素吸蔵合金という水素ならではの貯蔵

図１ 需要端におけるエネルギーの変換／貯蔵／利用のフロー
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図２　エネルギー貯蔵密度の比較



における２次電池機能の利用という目的で，

NASDAにおいても開発が進められている。

表には，世界の諸機関で開発・販売している

可逆セル・スタックの規模・性能等を示す。

可逆セル・スタックを種々の産業分野にお

ける実用機器として用いる場合には，省イニ

シャル・コスト／高設備利用率／省保守管

理／省スペースになるという魅力がある。し

かし，大型化（＝大電極面積化×スタック化）

や高効率化が実現できなければ，実用機器と

してのフィージビリティーはない。そこで，

著者は，高砂熱学工業（株），（独）産業技術

総合研究所関西センター，（財）エネルギー

総合工学研究所，（財）若狭湾エネルギー研

究センター，日立造船（株），大機エンジニ

アリング（株）と共同して，可逆セル・スタ

ックの調査／開発を進めてきた。これまでの

著者らの可逆セル開発の結果，最大電極面

積：２５０cm２，最高出力：０.２kW，往復効率：

４６％（電流密度：０.５A／cm２時）を得るに至

り，可逆セル・スタックを実用化する上での

技術的な実現可能性を確証できた。

可逆セル・スタックと水素貯蔵からなる水

素エネルギー・システムでは，基本的にはコ

ージェネレーション（熱電併給）とエネルギ

ー貯蔵とをエネルギーの利用実態に合わせ

て，最適統合する必要がある。すなわち，可

逆セル・スタックと既存の機器／技術群に対

して，システム・インテグレーションの妙が

発揮できるか否かによって，このシステムの

優位性と即効性は決する。

具体的には，水素・電気・熱の３者の同時

有効利用を最適化の目的関数としたトータ

ル・システム・エンジニアリング技法を開発

する必要がある。その際，特に熱の有効利用

に関する開発課題には，以下がある。PEM

３．システム統合化／最適化技術の開発

８

水素の利用機器といえば，今は図１に示した

ようなものであり，その種類は極めて少ない。

以上のような水素の特徴を熟慮すれば，新

たな汎用性のある水素の利用機器の開発，水

素エネルギーの変換／貯蔵／利用に係わるシ

ステム統合化技術の開発，ならびにその水素

エネルギー・システムについて社会経済活動

との最適化手法の開発の３者が緊要であるこ

とがわかる。これらのすべてを首尾よく掌中

に納めることができれば，水素によるエネル

ギーの真の有効利用，地球規模の環境保全，

ならびに活力ある産業経済を三位一体として

展開することができよう。

水素エネルギー利用において，水電解と燃

料電池は単なる逆反応であるから，固体高分

子膜（Proton Exchange Membrane： PEM）を

用いた可逆セル・スタックにできる。また，

この可逆セル・スタックは，将来的に水素エ

ネルギーの汎用利用機器の一つになり得る。

しかし，これを実現するには，相反する物理

現象としての還元／酸化反応および親水／疎

水性を，同一場所での運転時間と繰り返しの

両者に対して，安定的に持続／両立させるこ

とが求められる。

可逆セルの開発は，１９９０年代初頭から再生

型燃料電池（Regenerative Fuel Cell）と呼ば

れて，宇宙用や軍事用として米国のNASAで

行われた。その後，１９９９年には，米国のProton

Energy Systems社が，電極面積９３cm２を擁する

出力０.２kW規模の一体化した再生型燃料電池

（Unitized Regenerative Fuel Cell）を発表した。

その性能は，往復効率（＝水電解効率×発電

効率）で３０％（電流密度：０.５A／cm２時）程

度であった。その他には，米国やドイツにお

いて，教育訓練用の機材という用途で，出力

数W規模の実例がある。さらに最近では宇宙

２．可逆セル・スタックの開発
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ジェネレーション・システムや燃料電池とい

ったいわゆる分散型のエネルギー供給装置と

て，このリニューアルで導入する際には，

種々の制約がつきまとう。すなわち，設備の更

新や機能の代替といった目的や手段では，将

来的な建築設備の在り様は現状と大差ない。

業務用建築設備としてこのシステムを導入

した場合のイメージを図３に示す。図中に挙

げたように，このシステムは業務用建築設備

に７種類もの付加価値をもたらす。その中で

も次に述べる２点は，従来形の業務用建築設

備がもっぱらエネルギーの利用機能であった

ものに対して，それに新たにエネルギーの供

給機能を付加させて運用できることになる。

先ず，駐車場を水素／電力供給ステーショ

ン化することは，自動車の将来的なガソリン

代替に向けた水素などの燃料供給インフラの

整備に対して，専用の燃料供給ステーション

を建設することに比較して，遥かに現実的な

方法となる。すなわち，常態としての水素を

１０

図３　業務用建築設備の高付加価値化と水素／電力供給ステーション化
（エネルギー供給機能を有した業務用建築設備とエネルギーの自律／自立）

形の可逆セル・スタックの運転温度が１００°C

以下であるということは，実用上はその取り

扱いが容易であるという利点になる。しかし，

そこでは水素というエクセルギー率の低い物

質を往復反応に利用することになり，先ずは，

その低温排熱の有効利用が，総合エネルギー

利用効率を高める第一の鍵となる。また，水

素吸蔵合金においても，そこでの熱管理を徹

底する必要がある。

このようなトータル・システム・エンジニ

アリングを行った暁に達成可能な総合エネル

ギー利用効率としては，８０％程度になること

がわかっている。このシステムは，コージェ

ネレーション・システムや新型２次電池等と

十分に競合できるポテンシャルを有する。

業務用建物は，いまやストックの時代を迎

えている。したがって，その建築設備のリニ

ューアルに大きなウェイトがおかれる。コー

４．水素エネルギーによる業務用建築設備の革新

オン・サイトでの再生可能エネルギーの年間水素貯蔵と活用
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自律／自立（換言すれば，ライフ・ラインの

確保）が可能になる。すなわち，オン・サイ

トでの再生可能エネルギーについて，このよ

うな新たな活用方法を展開することにより，

昨今の我が国における経済活動の中で，業務

用建物における生産性の時間的／量的な重み

と自然／人工災害に対する耐性とをエネルギ

ー需給の上で十分に両立させられる。

水素は，２２世紀までには確実に到来するで

あろうエネルギー資源や環境負荷の世界的な

『配分』や『管理』に柔軟性や選択肢を確保

したり，エネルギー需給における『自律分散』

や『自立自給』を実現したりする際の有効な

題材／手段である。あるいは，環境保全の達

成／持続可能な成長に向けて，エネルギー・

ミニマム型社会システムを展望したときの省

エネルギー技術が，“Non‐regret Technologies”

の一つと呼ばれていることに対置させれば，

資源循環型社会システムの構築に際しての水

素エネルギー技術は，“Premium Technology”

とでも呼べるものである。

水素エネルギーの開発に限ったことではな

いが，新しいエネルギー・キャリアーが広く

社会に導入・普及するには，まずは，新たで

魅力的な機器やシステムの研究開発が大事で

あることは論を待たない。しかし，具体的な

水素エネルギー・システムとして世の中に導

入されて，それらの便益が広く実感されるま

でに至らしめるには，大量の水素を，誰しも

が，いつでも・どこでも安心して取り扱える

ような設計・施工・保守・管理に関する優れた

技術や確かな技能が無くしてはあり得ない。

我が国において，近未来に水素エネルギー

の魅力を享受するために，水素を縦横に取り

扱うことのできる地道な技術開発や技能習熟

が，幅広く開始されることを期待したい。

５．おわりに

１１

用いた電力負荷平準化システムからの転用を

指向して，業務用建築設備にこの種のエネル

ギー供給機能を付与し，燃料電池／電気自動

車の普及に合わせて段階的に供用開始させる

方法は，イニシャル・コストの圧縮や駐車場

ならではの長い燃料供給時間（３０分～１時間

以上）の確保という利点からも，十分な適合

性がある。また，駐車場の収益性の向上や，

より付加価値の高いエネルギーとして水素を

供給／販売できるといった観点からは，業務

用建築設備を用いた将来的に魅力のある新ビ

ジネスの展開に適うものである。

さらに，系統電力に係わる事業においては，

業務用建築設備の革新を通じて，自動車への

水素／電力の供給と，そのことによる石油代

替に確実に寄与できることになる。これは，

結果的に，電気事業における新たなマーケッ

トの開拓と地球環境保全の新たな方法の展開

になる。

次に，オン・サイトでの再生可能エネルギ

ーの水素による年間貯蔵と活用では，例えば，

延べ床面積５０,０００m２程度の事務所用の建物に

おいて，その屋上と南向き壁面の半分の面積

に太陽電池パネルを敷設して，発電をする場

合を想定しよう。そこでの年間の総発電量は，

その建物におけるエネルギーの総需要量の約

３％になる。また，このエネルギー総量を水

素吸蔵合金で貯蔵した場合，その容積は

１５０ｍ３（５.３ｍ立方）程度である。この程度の

大きさであれば，特定の建物の敷地内外にお

いて，再生可能エネルギーの年間貯蔵を維持

させることは十分に可能である。

ところで，この年間貯蔵エネルギーの活用

方法であるが，系統電力からの総供給量と比

較すれば，あまりにも少ないことは明らかで

ある。しかし，通常の非常用電源の対象でな

く，この建物の全機能をフル稼働させるエネ

ルギー需要に対して１０日間は，エネルギーの




